
3.貸借対照表
　　平成２４年度末（平成２５年３月３１日）現在の資産、負債、基本金、消費収支差額の財政状態を
　　示している。注記事項は、以下の通りである。

1.重要な会計方針

　（1）引当金の計上基準

     ①徴収不能引当金

　　　　　未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込み額を計上して

　　　　　いる。

     ②退職給与引当金

　　　　　大阪府私学総連合会退職資金事業部加入者の期末退職金要支給額 1,750,411,187円

         から大阪府私学総連合会退職資金事業部よりの交付金相当額及びりそな銀行よりの団

         体年金給付金を控除した金額の100％を計上している。

         私立大学退職金財団加入者の期末退職金要支給額 1,069,958,392 円の100％を基にし

         て私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減

         した金額を計上している。   

　（2）その他の重要な会計方針

  　 ①有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的有価証券の評価基準は償却原価法である。

　　　　・有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均方法に基づく原価法である。

　　 ②預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　　　　預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

2.重要な会計方針の変更等　　　　　　　　　

　

     特になし

3.減価償却額の累計額の合計額 11,198,880,752 円

4.徴収不能引当金の合計額 0 円

5.担保に供されている資産の種類及び額

    担保に供されている資産の種類及び額は、次の通りである

                    土          地  2,150,164,161 円

6.翌会計年度以降の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 

893,164,297 円



7.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　（1）有価証券の時価情報

（単位：円）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 1,085,261,193 1,101,979,945 16,718,752

（うち満期保有目的の債券） ( 1,085,261,193 ) ( 1,101,979,945 ) ( 16,718,752 )

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 626,859,382 625,206,494 △ 1,652,888

（うち満期保有目的の債券） ( 538,519,786 ) ( 536,866,898 ) ( △ 1,652,888 )

　　　　合　　　　計 1,712,120,575 1,727,186,439 15,065,864

（うち満期保有目的の債券） ( 1,623,780,979 ) ( 1,638,846,843 ) ( 15,065,864 )

　（2）偶発債務

　　　特になし

当年度（平成２５年３月３１日）

　（3）所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース

　　　は次のとおりである。

　　　　①平成21年4月1日以降に開始したリース取引

リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

教育研究用機器備品 9,504,180 円 4,038,384 円

ソフトウェア 2,972,985 円 1,189,194 円

その他の機器備品 2,988,720 円 2,143,449 円

　　　　②平成21年3月31日以前に開始したリース取引

リース資産の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

教育研究用機器備品 1,134,000 円 94,500 円

　 (4）関連当事者との取引

　　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

（注1）校医及び産業医の報酬の支払については、本法人「産業医および学校医の報酬表」に基づいて

　　　 支給している。



　 (5）その他

　　　　　平成25年度に事業を繰越した平成24年度私立学校施設整備費補助金および平成24年度

         私立大学等研究設備整備費等補助金（私立高等学校等ＩＴ教育設備整備費推進事業費)

         については、大学分10,565,000円、小学校分3,313,000円が平成25年度中に入金される

         予定である。


